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Ⅰ．はじめに

中国共産党十一期中央委員会第３回総会（三
中全会）で「対内経済活性化、対外開放」とい
う、中国経済の近代化と高度成長の幕開けとも
言える針路が決められた。その後、中国の改革
開放が紆余曲折と波乱万丈の３０年の道程を辿っ
てきた。
「改革」は、計画経済という古い経済制度が

少しずつ否定され、市場経済制度が少しずつ確
立されている状況の下で行われてきた。「対外
開放」は、対外貿易の拡大、海外の資金と技術
を利用するための直接投資の導入、国際経済活
動への参加が図られる状況の下で行われてき
た。市場経済が確立されている過程で世界の多
くの国及び地域から大量の直接投資が中国に導
入された。中国経済の持続的成長が維持できた
のは、国民経済における市場経済制度の形成過
程での外商直接投資の大量導入の相乗効果があ
まりにも大きかったからである。直接投資の大
量導入により、中国の産業発展、貿易発展など
が促進され、中国経済成長の奇跡が作られたの
で、全世界の人々は中国の持続的な経済成長を
注目してきた。
国際経営学の観点から言うと直接投資は、投

資母国から投資受入国への資金、技術、管理
ノーハウなどの移動である。したがって、投資
受入国に入る直接投資は外国直接投資と呼ばれ
ているのである。しかし、特異な政治、歴史背
景を有している中国において、受け入れる直接
投資は必ずしも外国直接投資と呼べるとは限ら
ない。例えば、台湾からの直接投資、特に中国
に返還された香港・マカオからの直接投資は外
国直接投資とは言えない。それらの直接投資を
総じて海外直接投資と呼ぶ。
外商直接投資の大量導入につれて、中国に対

する外商直接投資額（FDI）が中国の固定資産
投資額（FAI）と国内総生産（GDP）に占める
割合は拡大する一方である。外商直接投資は中
国経済の重要な一部分となっている。
直接投資に関するこれまでの多くの研究は、

投資側の企業又は製品ライフサイクルを対象に
ミクロの角度からそれらを論じてきた。外商直
接投資の導入と中国経済発展の相関関係に関す
る研究は未だ多く行われていないだけでなく、
関係資料やデータも欠乏している。
投資――発展サイクルモデルを用いて、外商直

接投資の導入と中国経済発展の相関関係を投資
導入の始点から将来の発展趨勢まで時系列的に
分析し、外商直接投資の中国経済発展における
位置付けと存在価値と歴史意義などを含む全体
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像の解明にスポットを当てる。
投資――発展サイクルモデルで一国の直接投資

と経済発展の関係を検証する一つの大前提とし
て、この国は開放経済を実行している国でなけ
ればならない。というのは、一国の経済が世界
経済と遮断されている場合、その国では、対内
投資も対外投資も実行不可能なのである。中国
では、改革開放前から工業化建設が行われてき
たが、それは閉鎖的な経済方式であった。開放
経済が改革開放路線が打ち出されたあとから始
まったので、投資――発展サイクルは事実上１９７９
年から始まったと言えよう。
外商直接投資は中国の対外開放の産物であ

る。中国は、１９７９年の改革開放元年から外商直
接投資の導入を始めてから、２０００年５月まで中
国の外商直接投資導入総額は既に世界二位にな
り、実行ベースでは３，２０６億ドルとなった①。こ
こ３０年間、莫大な海外資金が中国に導入された
ことは中国の経済全体に計り知れないほどの波
及効果をもたらしてきた。２００８には、中国の
GDPは世界３位となった。一方、中国の改
革・開放は模索の段階を越え、成熟の段階に
入っていると言えるものの、まだ完璧な様相を
呈していない。多くの、解決すべき課題にも直
面している。

Ⅱ．開放経済下の中国の投資――発展サイクルの
進捗状況

経済の立ち遅れている国の経済を発展させた
い場合、この国で簡単再生産を維持するだけで
なく、拡大再生産をする必要もある。拡大再生
産の基本条件として新規の投資をする必要があ
る。しかし、７０年代当時の、経済の立ち遅れて
いる中国は拡大再生産用の建設資金がとても足
りなかった。こういう場合、建設資金を外国か
ら調達するのが一番の近道である。外国から資
金調達の方法として外国からの借金と間接投資
と直接投資などがある。この章では、外商直接
投資の導入は中国の経済規模の拡大と工業化の
推進などの経済発展にどれほど関わり、どれほ
ど役立っているかを投資――発展サイクルモデル

で検証したい。

一、中国の投資――発展サイクル
一国の投資と発展との相関関係を分析するも

のとして、谷口氏がまとめた、つぎのような投
資――発展サイクルモデルが有名である。
発展途上国の経済成長過程で、外国の直接投

資がどのように関わっているのか、一国の経済
発展水準をマクロ的に示す指標として国内総生
産がどのように伸びるのか、直接投資の変化を
示す対内・対外投資比率がどのように推移して
いるのか、対外経済関係を示す輸入と輸出比率
がどのように変わるのかなどのマクロ経済デー
タについて分析できるのが投資――発展サイクル
モデルである。
サイクルとは、一つの循環のことである。投

資と発展循環の初期段階は経済開発の初期段階
である。その循環つまり投資――発展サイクルが
終了した時点でないと、経済先進国の仲間入り
はありえない。
工業中進国の投資―発展サークルと違って、

発展途上国の直接投資と経済発展を検証する場
合、主に対内投資の経済発展に対する促進効果
や役割について分析し検証する。というのは、
発展途上国の対内・対外投資比率は１を超えて
いるのに対して、工業中進国の対内・対外投資
比率は１以下になっているからである。つま
り、発展途上国は直接投資純受入国であり、そ
れに対して工業中進国は直接投資純投資国であ
る。投資――発展サイクルモデルで中国の直接投
資と経済発展の相関関係を検証する場合、対外
直接投資のかわりに対内直接投資を中心にして
展開しなければならない。
投資――発展サイクルは七つの段階がある。第

１段階に入ったときは工業化運動の初期段階で
あり、第７段階を終わる時点に先進国になるの
である。次は投資――発展サイクルモデルの概要
である。
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表１

七つの発展段階 特 徴
第１段階 輸入・輸出比率が高く、対内・対外投資比率がほとんどゼロに近い。
第２段階 輸入・輸出比率が高く、対内・対外投資比率が上昇する。

第３段階 輸入・輸出比率は低下し始めるが、対内・対外投資比率は高水準を推移し
ている。

第４段階 輸入・輸出比率が１に接近し、対内・対外投資比率も低下し始める。
第５段階 輸入・輸出比率が１以下となり、対内・対外投資比率も１に接近する。

第６段階 輸入・輸出比率が再び上昇し、対内・対外投資比率は１以下の水準にな
る。

第７段階 輸入・輸出比率が高まり、対内・対外投資比率も再び上昇に転じる。
（資料）「台湾韓国の海外投資の展開」アジア経済研究所、谷口興二

表２ １９７９年以降の中国マクロ経済の諸指標

（単位：億㌦）（単位：億ドル） （単位億㌦） （単位：億元） ％

年 外 国 直 接
投資実行額 輸 入 輸 出 輸入・輸出

比 率
外 貨
準 備 高

国民総生産
（ＧＮＰ）

ＧＮＰ
成長率

１９７９

１８．２

１５６．７ １３６．６ １．１５ ３，９９８．１ ７．６
１９８０ ２２０．２ １８１．２ １．１ ４，４７０．０ ７．９
１９８１ ２２０．２ ２２０．１ １．０ ４，７７３．０ ４．４
１９８２ １９２．９ ２２３．２ ０．８６ ５，１９３．０ ８．８
１９８３ ６．３６ ２１３．９ ２２２．３ ０．９６ ８９．０１ ５，８０９．０ １０．４
１９８４ １２．５８ ２７４．１ ２６１．４ １．０５ ８２．２０ ６，９６２．０ １４．７
１９８５ １６．６１ ４２２．５ ２７３．５ １．５５ ２６．４４ ８，５５７．６ １２．８
１９８６ １８．７４ ４２９．０ ３０９．４ １．３９ ２０．７２ ９，６９６．３ ８．１
１９８７ ２３．１４ ４３２．２ ３９４．４ １．１ ２９．２３ １１，３０１．０ １０．９
１９８８ ３１．９４ ５５２．８ ４７５．２ １．１６ ３３．７２ １４，０６８．２ １１．３
１９８９ ３３．９２ ５９１．４ ５２５．４ １．１２ ５５．５０ １５，９９３．３ ４．４
１９９０ ３４．８７ ５３３．５ ６２０．９ ０．８６ １１０．９３ １７，６９５．３ ４．１
１９９１ ４３．６６ ６３７．９ ７１８．４ ０．８９ ２１７．１２ ２０，２３６．３ ８．２
１９９２ １１０．０７ ８０５．９ ８４９．４ ０．９５ １９４．４３ ２４，３７８．９ １３．４
１９９３ ２７５．１５ １，０３９．５ ９１７．６ ０．８８ ２１１．９９ ３１，３４２．３ １３．２
１９９４ ３３７．６７ １，１５７．０ １，２１０．０ ０．９６ ５１６．２０
１９９５ ３７５．２１ １，３２０．８ １，４８７．７ ０．８９ ７３５．９７
１９９６ ４１７．２５ １，３８８．３ １，５１０．５ ０．９２ １０５０．３
１９９７ ４５２．５７ １，４２３．７ １，８２７．９ ０．７８ １３９８．９
計 ２２１８
出所：「中国統計年鑑」各年版と「中国情報ハンドブック」1995年版と「中国データ・ファイル」第10版より作成

二、中国の投資――発展サイクルの三つの経過段
階
中国のマクロ経済に関する次のような諸指標

に基づいて、中国の投資――発展サイクルの経過
段階を分析し、今はどの段階にあるのかという
ことを検証し、これからの針路を推測する。

Bulletin of Beppu University Junior College，２９（２０１０）

― ７９ ―



中国に対する絶えない直接投資が中国経済の
絶えない発展を促進し、中国の投資――発展の循
環を高い段階へと推し進めてきた。

１、第１段階
中国の投資――発展サイクルの第１段階は、改

革開放元年である１９７９年から１９８３年の４年間で
ある。その間の対外直接投資は勿論対内直接投
資も極めて低い数字に止まっていた。その４年
間の対内直接投資の年平均額は６億ドルであ
り、対外直接投資総額の年平均額も僅か数千万
ドルしかなかった。対外直接投資も対内直接投
資も全然無く対外・対内投資比率がゼロの１９７９
年から始まり、この４年間にわずかながら両方
とも行われるようになった。しかし、それは中
国の経済にほとんどインパクトを与えることの
ないほど小さい数字であった。第１段階の輸
入・輸出比率が高いのが一般的であるが、ただ
し、中国の場合、改革開放まで重化学産業がと
ても遅れていて、その輸出製品が少ないもの
の、労働集約産業としての軽工業製品と農産品
と製油などの１次製品の輸出が割と多かったの
で、輸出入のバランスはだいたい保たれてい
た。そのような特殊な事情があるため、輸入・
輸出比率が高くなく１に近かったのである。

２、第２段階
第２段階は１９８４年から１９８９年までの５年間で

ある。その５年間の輸入輸出比率が第１段階の
それと比べると、わりと高い水準を保っていた
ことが分かった。特に、１９８５年と１９８６年はそれ
ぞれ１．５５と１．３９という高い比率になっていた。
輸入・輸出比率が高い水準になった原因は、外
国の家電製品や乗用車などの大量輸入による外
貨支出の急増にある。それに８０年代半ばから盛
んに行われた企業の設備投資に伴う産業設備と
機器の大幅な輸入も大きな一因である。対内投
資は第１段階の毎年平均の６億ドルという１桁
から２桁の数字になり、それぞれ１９８５年の
１６．６１億ドル、１９８６年の１８．７４億ドル、１９８７年の
２３．１４億ドル、１９８８年の３１．９４億ドル、１９８９年の
３３．９２億ドルとなり、増加傾向を呈していた。

３、第３段階
第３段階は１９９０年から現在までずっと続いて

いる。
第２段階では外国の自動車や家電製品などの

耐久消費財の輸入が大幅に増加した。
１９９０年から輸入代替と輸出指向を合弁目的と
する直接投資が功を奏し、輸入・輸出比率は低
下し始めた。この段階にある中国は、香港に隣
接する広東省を中心とする華南地域と上海等を
中心とする揚子江三角州地域の輸出産業の発達
により輸出が大幅に増加した。第３段階の継続
期間は長い。中国の輸出がずっと好調であり、
１９９７年アジア金融危機の影響を受けて輸出の伸
び方が少し衰えたが、それでも輸出黒字を維持
しているので、輸入・輸出比率が１以下となっ
ている。輸入・輸出比率が１以下となったら第
５段階に入ったように見えるが、実はそうでは
ない。中国政治と経済の特別な歴史と背景は、
輸入・輸出比率と対内・対外投資比率の段階を
ずらしたのである。というのは、中国の工業化
建設は共産党が政権を握った１９４９年から始まっ
たことに対して、対外開放は１９７９年から始まっ
たので、両者の間に３０年間のずれがあったから
である。そのため、韓国、台湾、シンガポー
ル、等のアジアニースが工業化建設と同時に直
接投資の導入をはじめたことと違うのである。
したがって、中国の投資――発展サイクルの段階
を区別する場合、輸入・輸出比率に拘らずに、
あくまで対外経済が始まった時期を基準に主に
対内・対外投資比率を捕らえれば良いのであ
る。
今世紀に入ってから中国の輸入・輸出比率が

すでに１に接近したり、１を割ったりの状況に
なっているにもかかわらず、対内直接投資額が
対外投資額より遥かに大きいことから、対内・
対外投資比率はいまだに１以上のままである。
この現状からみても、外国からの直接投資に対
する中国の経済成長の依存度はどれほど大きい
かが分る。

三、第３段階に長く止まる諸要因
投資――発展サイクルの第４段階から対内・対
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外投資比率がはじめて低下傾向に転じ、第５段
階になると、ついに１に接近し、第６段階に入
る時点で対内・対外投資比率が逆転し１以下に
なる。
何故この第３段階の対内・対外投資比率が極

めて高い水準を長期間維持しているかという
と、中国は経済的にも産業的にも資金的にもま
だ対外投資の余裕を持っていないからである。
ダーニンの研究によると、一国は一人あたりの
国民総生産が２，５５０～２，９９９ドルになってから初
めて対外投資が対内投資を超える純資本流出国
になるとのことである。１９９６年現在の中国一人
あたり国民総生産はま６７０ドルだけであり、
ダーニンの研究数字にはまだほど遠い。中国の
対内・対外投資比率を左右する諸要素は次のよ
うなものである。

１、対外投資の制限要因
第一、国民総生産要因である。１９９６年現在の

一人あたり国民総生産は６７０ドルであり、１９８０
年当時の為替レートで換算し、人口増加率が
１％、国民総生産の成長率が９％で計算する
と、２，５００ドルに到達するまでは１７年もかか
る③。ということは、中国が、対内・対外投資
比率が１に接近する投資――発展サイクルの第５
段階に入るのは２０１３年以降のことである。
第二、国際収支要因である。１９９７年現在の中

国の外貨準備高１３９９億ドルに達したにもかかわ
らず、９１年以降の中国の経常収支の黒字はさほ
ど大きなものではなかった。１９９３年は１１９．０２の
赤字であり、黒字の一番多い年は１９９１年の
１１９．９７億ドル、黒字の一番少ない年は１９９５年の
１６．１８億ドルである。赤字と黒字が交代したり
してなかなか不安定の経常収支状況であるとし
か言いようはない。また、２０００年現在の外商直
接投資実行ベースの累積額は３，６００億ドルと見
込まれている。外商が１０％の利益を得ていると
すると、外商の毎年の国外送金額だけで３６０億
ドルもある。１９９６年の中国の外国債残高は１，１６２
億ドルであり、それ以降も増える一方なので、
２０００年までは２，０００億ドルと見込まれていた②。
毎年１０％の返済額と利息支出だとすると、２００

億ドルの外貨が必要である。両方を合わせる
と、毎年外国に５６０億ドルを送り出さなければ
ならない。それは中国にとって極めて大きな外
貨負担圧力である。その圧力を少しでも軽減す
るためには、対外投資という資金流出を制限
し、対内投資を引き続き積極的に且つ大量に導
入するほかない。今世紀に入ってから中国の外
貨準備高が増加の一途をたどっているにつれ
て、中国政府は資金流出の制限を解禁し、対外
投資を推進するようになった。それに伴い、対
内・対外投資比率が下がりはじめたが、技術競
争力を伴う対外直接投資が思うほど伸びていな
いため、対内・対外投資比率はまだ１に近づい
ていない。そのため、これまでの十数年の間、
中国では、対内・対外投資比率が低下するとい
う投資――発展サイクルの第４段階、対内・対外
投資比率が接近するという投資――発展サイクル
の第５段階の到来はまだ実現できていない。

２、対内投資拡大の諸要因
第一、中・西部大開発に伴う新しい一波の対

内直接投資の増加。これまでの対外開放はいろ
んな意味で中国の沿海地域の対外開放に過ぎな
いと言える。これまで、外商直接投資優遇政策
投資環境の整備により、外国と地域から莫大な
直接投資が主に東部沿海地域に導入された。そ
のため、東部沿海地域と中・西部地域の経済格
差が拡大され、中・西部地域の経済発展は東部
地域と比べて相対的に立ち遅れてきた。それら
の格差を是正し、中国経済全体の持続的な高度
成長を維持していくため、中国政府は１９９９年に
中・西部対開発政策を打ち出し、しかもそれを
実行に移すための多くの措置を公布した。中・
西部地域の投資環境はまだ整備されていない
が、東部沿海地域に対する投資の時よりも優れ
る優遇政策の前に利益第一の外国と地域の企業
と投資家は垂涎するだろう。中・西部地域の対
外開放が中国の対外開放の第二弾としてこれま
でと同量の直接投資を取り入れられるかどうか
は定かでないが、一つの新しい対内直接投資
ブームを迎えられることが断言できる。
第二、世界貿易機構（WTO）加盟に伴う対
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内投資の新しい波。
８０年代から中国はWTO及び世界各国と
WTO加盟に関する二国間交渉を始めた。交渉
はとても厳しいものであったが、中国のWTO
加盟は世界貿易拡大と自由化に有利なことか
ら、WTO加盟を実現した中国は益々開放的に
なっており、投資環境も良くなるなか、中国に
対する直接投資は途絶えることがなかった。

四、第４段階の入り口
今の中国も対内投資が対外投資より大きい第

三段階が続いているが、２０００年に入ってから大
きな転機が現れた。拡大再生産を維持するため
の原資を確保する目的で対外投資を制限してき
た中国政府は、これまでの消極姿勢を一変さ
せ、国内企業の対外投資を後押しする政策を推
進するようになった。それを切っ掛けに中国の
対外投資が拡大する一途を辿ってきた。中国の
商務省の統計によると、中国企業の２００８年の海
外直接投資額は２００７年より２．１倍の５５９．１億ドル
に急増した③。近年、中国の対外直接投資の大
型案件として、２００５年にレノボ・グループが米
IBMのパソコン事業を買収した例、本社が江
蘇省にある尚徳太陽能電力が日本のMSKを買
収した例、今年の８月には中国家電量販店大手
の蘇寧電器集団がラオックスへ出資した例など
がある。中国の外貨準備高が既に世界一位に
なっている。外貨の有効利用のために、今年の
７月に中国外貨管理局が、海外投資で得た利益
をそのまま海外で再投資することができる規制
緩和を発表した。去年の金融危機で業績不振に
落ちている企業への出資や買収なども中国企業
のこれからの海外投資の一誘因になるだろう。
中国の対内・対外投資が縮んでいる上記の現

状から、中国の対内・対外投資比率の低下が既
に発生していることが窺える。中国の投資・発
展サークルは第４段階に入ろうとしていると言
えよう。中国経済の先進国仲間入りはまだ道半
ばである。

注釈
①楊玉相、朴明根、『現代国際投資』Ｐ282、青島出版

社

②劉躍生、『国際直接投資輿中国利用外資』Ｐ211、中

国発展出版社

③『日本経済新聞』2009.11.2

Ⅲ．中国国民経済における外国直接投資の役割
と問題点

１９７９年から始まった外商直接投資の導入はそ
の後の中国経済の発展に計り知れないほど大き
な影響とインパクトを与えている。直接投資は
中国の政治、社会、思想、生活習慣、文化、経
済などの色んな分野に変化をもたらしてきた。
直接投資は、先ず経済活動という本質があり、
中国の経済に一番大きな影響を与えてきた。こ
こ３０年間、中国に対する直接投資の止めど無い
流入につれて、中国経済は益々統一の世界市場
に巻き込まれていく。
国際経済活動は平等互恵の原則に基づくべき

ものなのである。直接投資の活動が成功できる
か否かは、この直接投資が双方の利益の最大公
約数が見出せるかどうかに関わっている

一、外商直接投資の導入の効果
１、直接投資の大量流入による経済規模の拡大
と経済成長の促進
１９７９年から１９９８年の２０年間、実行ベースで

２，６５６．０３億ドルの直接投資が中国に導入された
お陰で、中国のGDPは１９７８年の３，６２４．１億元
（約４３７億ドル、１ドル＝８．３元）から１９９８年の
７９，３９５．７億元（約９，５６６億ドル）に飛躍的に上
がり、ほぼ２０倍拡大した。

２、貿易の拡大と国際収支の改善
直接投資の導入は中国の貿易拡大と国際収支

の改善に大きく貢献した。中国の輸出入総額は
１９７８年の２０６．４億ドルから１９９８年の３，２３９．３億ド
ルに拡大した。そのうち、輸出総額は９７．５億ド
ルから１９９８年の１，８３７．６億ドルに増大し、輸入
総額は１０８．９億ドルから１９９８年の１，４０１．７億ドル
に増大した。２０００年の輸出入総額は４，７４３億ド
ル、輸出総額は２，４９２億ドル、輸入総額は２，２５１
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億ドルになり、それぞれ前年比の３１．５％、
２７．８％、３５．８％増加した①。輸出入総額、輸出
総額、輸入総額の何れも大幅に増大したが、貿
易収支は、１９７８年の１１．４億ドルの赤字から１９９８
年の４３５．９億ドルの黒字に根本的に好転した。
国際収支も、外商直接投資の大量導入と貿易収
支の大幅な黒字で健全な状態を保っている。

３、税収の増大
外商直接投資の導入による経済の活性化と規

模の拡大で、中国の税収は１９７８年の５１９億元か
ら１９９８年の９，２６３億元になり②、１８倍も増大し
た。

４、企業制度の改革と国際化の促進
外商直接投資の導入に伴い、外国の先進的企

業制度と優れた経営管理方式は中国に導入さ
れ、外商直接投資を受けている「三資企業」で
展開されているだけでなく、中国企業にも伝
わった。結局、中国の企業制度も抜本的に改革
された。
人事面において、企業の役員は行政機関の公

務員としての身分が無くなり、一企業家また
は、経営者として企業の経営に携わるように
なった。
雇用制度において、終身雇用制度が否定さ

れ，契約制が導入されたので、「三資企業」な
どの外資系企業では、もちろん、中国の民間企
業でも、ほとんどのスタッフが契約社員として
雇われているのである。
所有制度において、国営企業は国有企業に転

換し、所有権と経営権の分離が実現できた。公
企業は国有企業の他に、集団企業（地方政府な
ど所有の企業）、株式制企業（社会各関連方面
が株主となり、自主経営し、自ら利益と損失に
責任を負い、リスク負担する）、株式合作制企
業（企業の全員が出資者）など多様化になって
いる。株式制企業は、日本の株式会社とほぼ同
じであり、違うのは、日本の株式会社の株主で
ある機関投資家は民間企業であるのに対して、
中国の株式制企業の株主である機関投資家は公
企業である。

会計制度に関しては、計画経済制度の廃止と
「三資企業」の大量設立にあわせ、長年にわ
たって施行されていた古い会計制度が廃止さ
れ、市場経済と国際経済に相応しい新しい会計
制度が確立された。
市場制度において、計画経済が放棄され、市

場経済制度が導入された。

５、雇用の促進
直接投資の大量導入と「三資企業」大量設立

によって、莫大な量の就職口と雇用を作り出し
た。中国は農村人口が圧倒的に多い。一部の農
民は都市に入り、労働集約の特徴を有する「三
資企業」に作業員として職についた。
一部の国有企業の従業員は、高い技能を持っ

ているので、「三資企業」に中堅職員として転
職できた。
外商直接投資企業の大量設立は、大卒以上の

高学歴者に魅力のある就職機会を提供してい
る。

６、市場経済成熟の促進
外商直接投資導入の一大成果として、社会主

義の国家で市場経済さえ実行されていれば、社
会主義国の外資系企業におけるだけでなく、社
会主義国の国有企業と民間企業でも資本主義国
の企業制度と経営方式が実行できることは証明
された。

二、外商直接投資の導入のデメリットと問題点
１、民族産業と国内市場への脅威
１）中国の産業と市場への支配
中国の一部の市場と産業は外商直接投資の

大量導入で外国企業に支配されるようになっ
た。コンピュータ産業とマイクロ・エレクト
ロニクス産業のようなハイテク産業と新興産
業では、特にこの傾向が見られる。外商は利
益誘導下で、このような産業で自分の技術と
資本の優位性を駆使して、莫大な投資を行
い、市場を独占し、高額の独占利益を取得し
ている。中国の企業は、技術、資本、管理、
企業制度などの多くの面で劣勢に立たされて
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いるので、多国籍巨大企業の競争相手になら
ない。

２）民族ブランドの存亡危機
多国籍企業は資本と技術の優位性を武器

に、中国市場に進出すると同時に中国投資側
のブランド名を使わせずに、自社のブランド
を使うように徹底している。そのような場
合、中外合弁企業を設立することにより、中
国の民族ブランドが一つ消えることになる。

２、中国従業員の利益の無視
１９３０年代以降、多くの資本主義国家における
資本の原始的蓄積段階が終わり、民主主義制度
の完全確立と労働法律の整備につれて、労働者
を酷く搾取する本質を持つ資本主義企業は色々
な制限を受けるなか、文明的に且つ人情味濃く
成ってきた。つまり、所謂資本主義の近代的企
業制度は、民主主義と完全な法制度の上に築か
れているのである。もっとはっきり言うと、資
本主義企業或いは資本家は文明的になり、労働
者を酷く搾取意欲を無くしたのではない。その
ような搾取本能が民主主義と完全な法制度に押
さえられているのである。
資本主義企業又は資本家は一旦中国のような

民主主義と法制度が不完全な国に進出すると、
労働者を最大限に搾取する本能をあらわにし
て、労働者利益と人権の侵害に踏み切ってしま
う。
「三資企業」の労働者の給料は中国企業の労

働者の給料より高いが、「三資企業」の高い労
働密度と生産性のわりには、低いとしか言いよ
うがない。労働者に長時間労働をさせたり、
色々な口実で給料を引いたりすることもよくあ
る。酷いことに、中国の法律に規定されている
労働者の医療、休暇、育児、各種手当てなどの
福祉権利を侵害することも時々発生している。
結論的に言うと、外国企業又は資本家が確か

に悪いが、法制度の整備を怠り、労働者の利益
を侵害することを厳しく取り締まらない中国側
には、もっと大きな責任がある。たとえそうい
う法律があつても、地方政府の長たちの業績を

重視する仕組みになっている「市長経済」は、
地元のGDPを至上命題と思いがちで、本腰で
外資系企業と自国企業の労働者の利益を守るこ
とに力を入れる可能性が低い。

Ⅳ．中国経済成長の特異性

中国は差異と格差に満ちた国である。中国に
は、沿海地域と内陸地域の格差、都市部と農村
部の格差が歴然と存在している。中国は、毛沢
東に嘗て言われたように「もう一つの国連」で
ある。東北工業地区の遼寧省は韓国とサイズが
似ている。中国の広東省の大きさはフィリピン
の６割しかないが、人口は同じくらいである。
重慶市が直轄市に昇格した前の四川省の人口は
１億人を超えており、日本の人口にほぼ等し
い。上海市の面積はシンガポールの１０倍あり、
人口は５倍近い。上記の例からも分るように、
中国は「一つの国」のなかに、韓国・日本・フィ
リピン・シンガポールを含めて、このような対
比のできる「国が３０以上もある」形の「もう一
つの国連」である。また、中国には５６の少数民
族が居住し、同じ漢民族でも南と北、東と西で
は、言葉も食べ物も相当に異なる③。外商直接
投資と中国の経済発展の関わりや外商直接投資
が中国に与えた影響を一つの直接投資理論だけ
で論ずるには無理がある。例えば、中国は労働
力資源の豊富な国であるからと言って、労働集
約産業しか発展できないとか、垂直分業しかで
きないとか、断言できない。一口に中国と言っ
ても上海、北京、大連などの先進地域もある
し、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区などの貧
困地域もあるからである。紡績、服装などの労
働集約の特徴のある軽工業も盛んであれば、航
空宇宙産業、造船業、鉄鋼業、精密機器製造
業、石油精製業などの資本集約と技術集約の特
徴のある産業もあるからである。
中国労働集約産業にだけ直接投資を導入し、

技術集約産業に直接投資の導入に力を入れない
と、中国は何時まで経っても先進国に成れなく
て、経済と技術はずっと先進国や中進国に追い
つかないのである。したがって、中国のような
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発展途上国は、直接投資を労働集約産業に投入
させるだけでなく、それと同時に技術集約産業
ないし資本集約の特徴を持つ IT産業や重化学
産業にも積極的に直接投資を取り入れなければ
ならない。そのような状況と背景の下で、垂直
分業は、中国にとって、相対的なものにすぎな
い。つまり相対的に遅れている産業と相対的に
遅れている地域に限定すべきものであり、産業
構造上の分業ではない。中国は労働力の豊富さ
と低廉さという要素賦存の比較優位性を利用し
て垂直的国際分業に積極的に参加する一方、経
済の持続的成長の実現と先進国の仲間入りをす
るためには水平的国際分業にも積極的に加わる
べきである。中国経済は対内的にも対外的にも
格差に直面している。対外的には、遅れている
分野が多いが、対内的には一部の地域と産業が
突出的に進んでいる。そのため、国の経済構造
全体が垂直分業になってしまったら、中国経済
の持続的な成長と先進国入りの実現が不可能で
ある。というのは、中国経済発展の方向性と進
歩性を代表する沿海先進地域と相対的に優れて
いる産業分野が失速することになるからであ
る。
また、水平分業にうまく参加するためには、

技術移転を伴う直接投資の取り入れに努力しな
ければならない。水平分業への参加により、外
国からの優れた技術の習得という新しい要素賦
存の優位性が獲得できる。要素賦存の優位性は
ずっと確定されたままの物ではない。経済の発
展と外商直接投資の導入につれて、失うことも
あれば、新しく獲得することもできる。

一、地方行政が主役の「市長経済」の弊害
中国の産業組織構造を論じるとき、計画経済

時代に関しては中央政府の要因、市場経済の今
に関しては地方政府の要因を入れないと、正確
な状況が把握できない。
「市長経済」とは、市長や県長（県知事）な

どの地方政府の首長が絶大な権限を持っている
地方政府は、地方経済に対する管理・監督もす
るし、社会や市民に道路や公共施設などの公共
財の提供に止まらず、私的財の提供にも主導権

を握ることから、地方経済活動を牛耳っている
相対的に閉鎖的な地方経済システムである。
市場経済における公共経済学の理論による

と、中央政府も地方自治体も、消費における⑴
排除不能性と⑵非競合性の公共財及び⑴と⑵の
どちらの一方しか持っていない準公共財の提供
に従事し、⑴と⑵のどちらの性質も持っていな
い私的財を提供するのではない。政府が直接に
公共財と私的財の生産に参加するという点で
は、計画経済が行われていた時期と似ている。
「市長経済」が存在している根本原因は、市場
経済を実行している中国にまだ数多くの国有企
業が存在し、それらの国有企業は政府にコント
ロールされているので、公共財だけでなく、私
的財も生産しているからである。また、国有企
業が私的財も提供する以上、国有企業の所有者
である政府は私的財の生産に携わってしまうの
である。また、一口に国有企業といっても中央
政府の各省庁に所属している国有企業もあれ
ば、地方政府である省、市などに所属している
企業もある。この２種類の企業は、中国では、
一律に国有企業と呼ばれているが、この所属の
性質からいうと地方政府である省、市などに所
属している企業を公企業と言ったほうが正確で
ある。問題は、地方政府が地方のマクロ経済運
営の権限も持っているし、さらに、いわゆる国
有企業を所有し、直接に公共財だけでなく、私
的財も生産することによって、この地域に一つ
の相対的に独立した経済圏を生み出してしまっ
たことにある。そのゆえに、中国では、同じ物
を生産するメーカーは、信じられないほど数百
乃至数千もある。また、同じ物は、各地方で生
産されている。「市長経済」は、中国企業の零
細化、分散化、多数化現状を生み出したのであ
る。中国では、県人民政府の傘下は郷又は鎮人
民政府である。改革開放後、中国各地の郷と鎮
で郷と鎮政府主導の郷鎮企業が誕生した。「中
国工業発展」１９９６年郷鎮企業の圧倒的多数は私
営企業であるが、郷営又は鎮営の「郷鎮企業」
の生産高は６７．８％も占めていている。郷と鎮所
有の「郷鎮企業」は日本の町営、村営企業の性
格とほぼ同じであり、公営企業である。人々は

Bulletin of Beppu University Junior College，２９（２０１０）

― ８５ ―



それらの企業を国営企業と呼ばず、郷鎮企業と
呼んでいる。同じこととして、市長経済のもと
で、市と県に所有されている企業は国有企業の
性格がなくなり、一種の「省・市営企業」又は
「省・市企業」であり、やはり公営企業に過ぎ
ないのである。しかし、中国政府はそれらの企
業を国有企業と認識し、国の物と思っている。
国有企業が国有である以上、地方政府がそれを
所有してはいけない。公共の行政管理機関であ
る以上、地方政府でも、私的財の生産に携わっ
てはいけない。

１、「市長経済」は規模の経済と範囲の経済に
反する
生産量の拡大に伴って、平均費用が低下する

場合に規模の経済があるという。規模の経済が
ある場合には、生産を１企業または１工場に集
中した方が分散した場合より生産費用は低下す
る④。例えば、テレビＴの生産を１ヵ所に集中
すれば、

Ｔ×平均費用ＡＣ（Ｔ）
の生産費用が必要であるが、もし２ヵ所に分割
して生産すれば、

２×（Ｔ／２）×ＡＣ（Ｔ／２）＝Ｔ×Ａ
Ｃ（Ｔ／２）

だけの費用が必要である。もしｎヵ所に分割し
て生産すれば、

ｎ×（Ｔ／ｎ）×ＡＣ（Ｔ／ｎ）＝Ｔ×Ａ
Ｃ（Ｔ／ｎ）

規模の経済があれば、１ヵ所で生産するテレビ
の平均費用は２ヵ所またはｎヵ所で生産するテ
レビの平均費用より低い。つまり、

ＡＣ（Ｔ）＜ＡＣ（Ｔ／２）＜ＡＣ（Ｔ／
ｎ）

であり、生産を集中した方が明らかに費用は低
くなるのである。これは、規模の経済つまり集
中化のメリットである。市長経済は集中化を阻
害し、分散化を助長するものなので、規模の経
済と相反するものである。

２、「市長経済」が市場経済の一体性と整合性
を分断する
市場経済の大きな特徴は競争原理が企業の経

済活動を左右することである。「市長経済」の
特徴は、一つの行政地域の中で行政の指導者の
行政権を駆使するまで公共財だけでなく、私的
在の生産にも直接か間接的に関与することであ
る。中国の各レベルの地方行政組織の組織図を
見ればすぐ分るように、生産活動に携わる工業
局、貿易局などの部署が行政サービス、福祉厚
生、環境保護などの組織よりも多いし、規模も
大きい。一地方政府でありながら、生産活動に
携わる以上、一生産企業の利益またはこの企業
における地域の利益を重視するのが当然のこと
であるが、企業が市場の中の企業でなくなり、
地域の中の企業か地域政府の影響力を受ける企
業になってしまう。

３、資源配分の非合理性
規模の経済がないので、単位製品あたりの消

耗とコストが高くなり、生産性が非常に悪い。
大切な資源の合理的な配分もできない。中国で
は、色々な産業があるが、産業内の企業をマク
ロ的に調整する「見えざる手」である市場法則
が機能していないので、市場によってある産業
の一番合理的な企業数を決定できないし、生産
資源の合理的な配分もできない。「市長経済」
ではなく、完全な市場経済の場合、ある産業に
Ｎ社が存在するとして、各企業が同じ技術で同
じ数の製品を生産するとすれば、産業全体でＱ
だけ供給するために必要な費用は

Ｎ×（Ｑ／Ｎ）×ＡＣ（Ｑ／Ｎ）＝Ｑ×Ａ
Ｃ（Ｑ／Ｎ）

である。この費用を最小にするようにＮを選ぶ
には、ＡＣ（Ｑ／Ｎ）を最小にするようＮを選
べばよい⑤。「市長経済」の中国では、地方政府
が国有企業を所有し、地域経済と国有企業の運
営を主導しているので、実質的に地域ごとに独
立した経済圏が存在している。ほかの地域の企
業たとえ国有企業でも、参入できない。こんな
状態のなか、市場法則の機能している全国統一
市場が存在できない。「市長経済」がまだ色濃
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く残っている以上、経済と市場法則によって資
源の合理的な配分ができる産業組織構造が成り
立たない。市長が行政力を行使して地域の最高
責任者として企業の運営管理に携わると、市長
行政が地域市場を凌駕することになり、企業が
市場法則の下で全国範囲での活動が阻害され
る。

二、輸出至上主義の弊害
輸出の根本目的は国内市場の相対的小さい国

のメーカーは企業の販路確保と成長のため、製
品を外国の消費者に買ってもらうことです。そ
ういう場合、外国の企業の同種商品と外国の市
場で競争することになる。競争に勝つ条件とし
て、その製品に外国同種製品にない競争優位が
求められている。それは価格リーダシップと技
術優位に基づく製品の差別化である。中国の輸
出製品の多くが技術集約産業で作られたもので
はなく、労働集約産業で作り出されたものなの
で、優位性があると言えるものの、安売りによ
る価格競争力にすぎない。安売りができる前提
は、原材料の調達から、製造、物流、販売、ま
でのすべての過程での経費節減と、製品の製造
に直接と間接に携わる職員の人件費の削減によ
るコストダウンである。中国では資本主義先進
国なみの、雇用者側とちゃんと交渉できる権利
を保障する法律もなければ、法律に守られてい
る真の意味の労働組合もない。経営者側が恣意
に、しかもいち早くコストダウンに走れること
は、労働者の人件費削減である。輸出至上主義
はそれらの不条理な行動を助長する弊害があ
る。最終的に購買力の縮小による内需の萎縮と
輸出の依存という悪循環的な歪んだ成長構図が
できつつあるはめになった。
中国の総人口が、EU、アメリカ、日本の三

者の和よりも遥かに多いので、潜在的な市場は
ずっと大きい。輸出至上主義的な経済政策を実
行するより、内需拡大につながる労働者の利益
確保のための法整備に力を入れるべきである。

三、中国のGDP構成の特異性
GDPは国内総生産のことで、一国の国民が

作り出した国民総生産と違って、生産者の国籍
を問わず、ある国の国内で新しく生産された
財・サービスの付加価値の合計である。つま
り、GDPは全部自国の企業や個人が作り出さ
れたものではないわけである。鎖国経済の場
合、GDPと GNPの数字はほぼ同じなわけであ
る。外国のメーカーや個人は自国に投資に来れ
なければ、自国の人も外国に投資に行けないこ
とから、国内総生産と国民総生産は同質なもの
になるのである。中国はこれまで３０年の改革開
放を通じて、莫大な直接投資を国内に導入し
た。すなわち、数多くの外国企業や個人は中国
の域内で付加価値の創出に携わっているわけで
ある。中国に対する直接投資の規模が大きいほ
ど、中国の国内総生産に占める外国の国民総生
産（GNP）の規模が大きい。結局、その分だ
け、中国の国民総生産（GNP）が減少するわ
けである。

注釈
①人民日報海外版、一面、２００１年１月１１日

②中国統計年鑑１９９９年版、Ｐ２６８

③図説中国経済第２版、Ｐ２２、矢吹晋、Ｓ・Ｍ・ハー

ナ－

④⑤産業組織の経済学、P４、長岡貞男、平尾由紀子、
日本評論社

Ⅴ．おわりに

３０年間も続いてきた中国の改革開放は、中国
に、嘗てない繁栄と高度成長をもたらしてき
た。しかも、この勢いはこれからもしばらくだ
ろう。最終的にGDP世界１位になる公算も大
きい。
中国の改革開放の過程は、計画経済が市場経

済へ移行する過程でもある。今日の市場経済
は、主観的にも、客観的にももう計画経済に後
戻りのできないほど、確固たるものになってい
る。しかし、中国の今日の市場経済が計画経済
から生まれてきたものなので、計画経済時期の
政治、社会、文化、法律などの烙印が数多く
残っている。そのため、ちょっと異質性のある
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市場経済になっている。「市長経済」の影から
改革・開放できた市場経済は中国の投資――発展
サークルを順調に完成させ、中国を経済強国に
導くに違いない。
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